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租税と財政・景気変動   

● ポイントの確認  

 

１ 政府の仕事 

   ●①   社会資本   ・・・・・道路や港湾、公共施設、公園など国民経済の発展や国民福祉の向上にかかせない施設 

   ●公共サービス・・・・社会保障制度など国民の福祉を向上させるサービス 

   ●景気対策・・・・・景気の安定をはかる 

 

２ 財政 

  歳 入 

   ●税金（租税）・・・・・国民から徴収する金。国税や地方税・直接税・間接税などに分類 

●おもな税の種類 

 ①   直接      税 ②   間接      税 

 

 

国 

 

税 

③   所得      税（個人） 

④   法人      税（企業） 

相続税 

⑤   消費      税（５％） 

酒税    関税    

ガソリン税 

地 

方 

税 

都道府県民税   市町村民税 

固定資産税 

たばこ税 

 

   ●⑥   累進課税      ・・・・・所得が多くなるにつれて税率も高くなるしくみ 

   ●⑦   公債金        ・・・・・国債を発行して得たお金。借金 

                         

  歳 出    

   ●①  社会保障関係費 ・・・・・国民が健康で文化的な生活をおくるための出費 

年々増加 

   ●② 地方交付税交付金 ・・・・・地方公共団体ごとの収入の格差をうめるお金 

   ●③   国債費       ・・・・・国債の返済にあてる費用 

 
 

 

 

おおまかな所得税率 

所得額 税率 

195 万以下 ５％ 

300 万以下 １０％ 

695 万以下 ２０％ 

900 万以下 ２３％ 

1800 万以下 ３３％ 

1800 万以上 ４０％ 

 

国債 
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３ 景気変動 

   ●①   好況(好景気)        ・・・・・通貨の流通量が多く、経済活動が活発 

   ●②   不況(不景気)        ・・・・・通貨の流通量がすくない。企業の倒産が増加し、失業者も増える 

 

   ●③   財政政策    ・・・・・政府の景気対策 

増減税、公共事業や財政支出の増減などで調節 

   ●④  インフレーション  ・・・・・通貨の流通量が多すぎて貨幣の価値が下がる現象。物価上昇 

   ●⑤  デフレーション    ・・・・・通貨の流通量が少なすぎて貨幣の価値が上がる現象。物価下落 
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●● 確認問題 

① 民間企業では供給されにくい道路や教育施設などの施設を    という。 ① 社会資本 
    

② 税金収入が不足したとき、政府は    を発行して不足分を補う。 ② 公債(国債や地方債) 
       

③ 所得税は所得の高い人ほど税率が高くなる    の方式がとられている。 ③ 累進課税 
    

④ 税を負担する人と納める人が同じ税を    という。 ④ 直接税 
    

⑤ 税を負担する人と納める人が異なる税を    という。 ⑤ 間接税 
    

⑥ 次のグラフはわが国の歳出のグラフであり、ア～ウには公共事業関係費、地方財政、社会保障のいずれかが入る。ア～ウに入

るものをそれぞれ選びなさい。またエは国の借金返済のための費用である。エにあたるものを書きなさい。 

  

     
     

ア 社会保障関係費  イ 地方財政 
     

ウ 公共事業関係費  エ 国債費 
     

     

⑦ 次のグラフはわが国の 2006 年度の歳入のグラフであり、アは企業の利益にかかる税、イは個人の所得にかかる税、ウは代表的

な間接税がはいる。ア～ウに入るものをそれぞれ書きなさい。またエは国の借金証書の発行によって得た金である。エにあたるも

のを書きなさい。 

  

     
     

ア 法人税  イ 所得税 
     

ウ 消費税  エ 公債金 
     

 
 
 

 

 

⑧ 次の表は税の種類についてまとめたものである。A～Eにあてはまる語句を書きなさい。 

表 

   B  税   C 税 

 A 税 
 D 税・法人税 

相続税 

 E 税 ・酒税・関税 

揮発油(ガソリン)税 

たばこ税 

地 

方 

税 

(都道府県) 
県民税・事業税 

自動車税 
たばこ税 

(市町村) 市民税・固定資産税 たばこ税 
 

  

A 国 税  B 直接 税 

       

C 間接 税  D 所得 税 

       

E 消費 税     
       

 
 
 

 

  

 
 



 4 

B 

① 経済活動が活発で、通貨の流通量が多い状態を    という。 ① 好景気(好況) 
    

② 経済が停滞し、通貨の流通量が少ない状態を    という。 ② 不景気(不況) 
       

③ 政府のおこなう景気対策を    という。 ③ 財政政策 
    
 

④ 不景気のとき政府は（  増税    減税  ）する。 ④ 減税 
    

⑤ 不景気のとき、政府は公共事業を（  積極的におこなう    減らす  ）。 ⑤ 積極的におこなう 
    

⑥ 好景気のとき政府は（  増税    減税  ）することが多い。 ⑥ 増税 
    

⑦ 通貨量が多く、物価が上昇することを    という。 ⑦ インフレーション 
    

⑧ 政府は不況のときは減税のほかに    を増やすなどの政策をおこなう。 ⑧ 公共事業(公共投資) 
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解答 確認問題 
 

① 民間企業では供給されにくい道路や教育施設などの施設を    という。 ① 社会資本 
    

② 税金収入が不足したとき、政府は    を発行して不足分を補う。 ② 公債(国債や地方債) 
       

③ 所得税は所得の高い人ほど税率が高くなる    の方式がとられている。 ③ 累進課税 
    

④ 税を負担する人と納める人が同じ税を    という。 ④ 直接税 
    

⑤ 税を負担する人と納める人が異なる税を    という。 ⑤ 間接税 
    

⑥ 次のグラフはわが国の歳出のグラフであり、ア～ウには公共事業関係費、地方財政、社会保障のいずれかが入る。ア～ウに入

るものをそれぞれ選びなさい。またエは国の借金返済のための費用である。エにあたるものを書きなさい。 

  

     
     

ア 社会保障関係費  イ 地方財政 
     

ウ 公共事業関係費  エ 国債費 
     

     

⑦ 次のグラフはわが国の 2006 年度の歳入のグラフであり、アは企業の利益にかかる税、イは個人の所得にかかる税、ウは代表的

な間接税がはいる。ア～ウに入るものをそれぞれ書きなさい。またエは国の借金証書の発行によって得た金である。エにあたるも

のを書きなさい。 

  

     
     

ア 法人税  イ 所得税 
     

ウ 消費税  エ 公債金 
     

 
 
 

 

 

⑧ 次の表は税の種類についてまとめたものである。A～Eにあてはまる語句を書きなさい。 

表 

   B  税   C 税 

 A 税 
 D 税・法人税 

相続税 

 E 税 ・酒税・関税 

揮発油(ガソリン)税 

たばこ税 

地 

方 

税 

(都道府県) 
県民税・事業税 

自動車税 
たばこ税 

(市町村) 市民税・固定資産税 たばこ税 
 

  

A 国 税  B 直接 税 

       

C 間接 税  D 所得 税 

       

E 消費 税     
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B 

① 経済活動が活発で、通貨の流通量が多い状態を    という。 ① 好景気(好況) 
    

② 経済が停滞し、通貨の流通量が少ない状態を    という。 ② 不景気(不況) 
       

③ 政府のおこなう景気対策を    という。 ③ 財政政策 
    
 

④ 不景気のとき政府は（  増税    減税  ）する。 ④ 減税 
    

⑤ 不景気のとき、政府は公共事業を（  積極的におこなう    減らす  ）。 ⑤ 積極的におこなう 
    

⑥ 好景気のとき政府は（  増税    減税  ）することが多い。 ⑥ 増税 
    

⑦ 通貨量が多く、物価が上昇することを    という。 ⑦ インフレーション 
    

⑧ 政府は不況のときは減税のほかに    を増やすなどの政策をおこなう。 ⑧ 公共事業(公共投資) 
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社会保障   

● ポイントの確認  

 

１ 社会保障 

  ●憲法第 25条・・・すべて国民は①   健康     で②   文化的     な最低限度の生活を営む権利を有する。 

  ●③   社会保障     制度・・・社会全体で国民の暮らしを支える制度 

  ●社会保障制度の４つの柱 

       ④   社会保険     ・・・年金保険・健康(医療)保険・雇用保険・介護保険（2000年より）など。 

加入者が保険料を払い、それぞれ必要なときにサービスをうける 

       ⑤   公的扶助     ・・・国が生活するのが困難な人に給付。生活保護 

       ⑥   社会福祉     ・・・老人福祉・児童福祉・母子福祉など 

       ⑦   公衆衛生     ・・・感染症予防など。国民の健康増進 

  ●⑧   少子高齢     社会・・・子どもの割合が減り、高齢者の割合が増加する社会 

                     原因・・・⑨   出生     率の低下や⑩   平均寿命    が伸びたため 

 

２ 労働者の保護 

  ●憲法第 27条・・・すべて国民は①   勤労    の権利を有し義務を負う。→労働者を守るため、さまざまな権利を保障 

  ●労働三権・・・②   団結     権・③   団体交渉     権・④   団体行動     権 

  ●労働三法・・・⑤   労働基準    法・労働組合法・労働関係調整法 

  ●雇用の変化                      

    ●⑥   年功（序列） 賃金制・・・年齢とともに賃金が上昇 

                                                くずれつつある 

    ●⑦   終身雇用   制・・・定年まで１つの企業で雇用される 

    ●アルバイト・非正規労働者・パートタイム労働者・非正社員（派遣社員）の増加 

・・・企業は人件費をおさえられる 

  ●雇用の平等をめざす・・・⑧   男女雇用機会均等   法が制定され、雇用に性別の区別をしてはならなくなった 

                  他、障害者雇用促進法・育児介護休業法なども制定された 

 

 
 

人口に占める 65 歳以上の割合の推移 

 

   男性と女性の就業率の比較 
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●● 確認問題 
A 

① 国民は、健康で文化的な    の生活を営む権利があると憲法に明記されている。 ① 最低限度 
    

② 社会全体で国民の暮らしを支える制度を    という。 ② 社会保障制度 
    

③ ②の４つの柱のうち、    は加入者と国が費用を負担し、必要なときに給付を受ける。 ③ 社会保険 
    

④ ③のうち、老後に生活費の給付を受けるのが    保険である。 ④ 年金 
    

⑤ ③のうち、失業したときに給付を受けるのが    保険である。 ⑤ 雇用（失業） 
    

⑥ ③のうち、    は４０歳以上の人が費用を負担し、老後に介護のサービスを受ける。 ⑥ 介護保険 
    

⑦ 社会保障の４つの柱のうち、    は生活が困難な人が給付を受ける。 ⑦ 公的扶助 
    

⑧ 社会保障の４つの柱のうち、    は国民の健康増進をはかるものである。 ⑧ 公衆衛生 
    

⑨ 子どもの割合が減り、高齢者の割合が増える社会を    社会という ⑨ 少子高齢 
    

⑩ ⑨の原因は平均寿命が（  伸びた   縮んだ  ）ことにある ⑩ 伸びた 
    

⑪ ⑨のもう１つの原因は出生率の（  上昇   低下  ）だ。 ⑪ 低下 
 
 
B 

① 憲法２７条によると、国民は勤労の    を有し、義務を負うとある ① 権利 
    

② 労働三権のうち、    は労働者が組合を結成できることを保障したものである。 ② 団結権 
    

③ 労働三権のうち、    は組合が会社の使用者と労働条件について話し合う権利だ。 ③ 団体交渉権 
    

④ 労働三権のうち、    は話し合いがこじれたとき、ストライキを起こせる権利よ。 ④ 団体行動権 
    

⑤ 労働三法のうち、    は賃金や労働時間の最低基準を定めた法律である。 ⑤ 労働基準法 
    

⑥ 労働三法のうち、    は労働三権の内容を具体的に定めた法律である。 ⑥ 労働組合法 
    

⑦ 定年まで１つの企業で働き続けることを    制という。 ⑦ 終身雇用 
    

⑧ 年齢とともに賃金が上昇することを    賃金という ⑧ 年功序列 
    

⑨ 派遣社員やパートタイム労働者を増やし、    を節約している企業が増えている。 ⑨ 人件費 
    

⑩     は雇用の際に性別で区別してはならないと定めた法律である。 ⑩ 男女雇用機会均等法 
    

⑪ 育児や介護のため、仕事を一時的に休んでもよいことを定めた法律は    である。 ⑪ 育児介護休業法 
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解答 確認問題 
A 

① 国民は、健康で文化的な    の生活を営む権利があると憲法に明記されている。 ① 最低限度 
    

② 社会全体で国民の暮らしを支える制度を    という。 ② 社会保障制度 
    

③ ②の４つの柱のうち、    は加入者と国が費用を負担し、必要なときに給付を受ける。 ③ 社会保険 
    

④ ③のうち、老後に生活費の給付を受けるのが    保険である。 ④ 年金 
    

⑤ ③のうち、失業したときに給付を受けるのが    保険である。 ⑤ 雇用（失業） 
    

⑥ ③のうち、    は４０歳以上の人が費用を負担し、老後に介護のサービスを受ける。 ⑥ 介護保険 
    

⑦ 社会保障の４つの柱のうち、    は生活が困難な人が給付を受ける。 ⑦ 公的扶助 
    

⑧ 社会保障の４つの柱のうち、    は国民の健康増進をはかるものである。 ⑧ 公衆衛生 
    

⑨ 子どもの割合が減り、高齢者の割合が増える社会を    社会という ⑨ 少子高齢 
    

⑩ ⑨の原因は平均寿命が（  伸びた   縮んだ  ）ことにある ⑩ 伸びた 
    

⑪ ⑨のもう１つの原因は出生率の（  上昇   低下  ）だ。 ⑪ 低下 
 
 
B 

① 憲法２７条によると、国民は勤労の    を有し、義務を負うとある ① 権利 
    

② 労働三権のうち、    は労働者が組合を結成できることを保障したものである。 ② 団結権 
    

③ 労働三権のうち、    は組合が会社の使用者と労働条件について話し合う権利だ。 ③ 団体交渉権 
    

④ 労働三権のうち、    は話し合いがこじれたとき、ストライキを起こせる権利よ。 ④ 団体行動権 
    

⑤ 労働三法のうち、    は賃金や労働時間の最低基準を定めた法律である。 ⑤ 労働基準法 
    

⑥ 労働三法のうち、    は労働三権の内容を具体的に定めた法律である。 ⑥ 労働組合法 
    

⑦ 定年まで１つの企業で働き続けることを    制という。 ⑦ 終身雇用 
    

⑧ 年齢とともに賃金が上昇することを    賃金という ⑧ 年功序列 
    

⑨ 派遣社員やパートタイム労働者を増やし、    を節約している企業が増えている。 ⑨ 人件費 
    

⑩     は雇用の際に性別で区別してはならないと定めた法律である。 ⑩ 男女雇用機会均等法 
    

⑪ 育児や介護のため、仕事を一時的に休んでもよいことを定めた法律は    である。 ⑪ 育児介護休業法 
    
 
 


